
令和７年度農地バンク関連予算の見直し～遊休農地解消対策事業①～

【主な見直し事項】

現行 見直し後の交付対象農地

交付対象農地
農業振興地域内の簡易な基盤整備で解消可能な遊
休農地（緑区分）

地域計画区域内の目標地図において受け手が位置付
けられていない農地のうち簡易な基盤整備で解消可
能な遊休農地（緑区分）

事業実施主体 農地バンク 農地バンク、市町村

中間管理権の取得 使用貸借に限る 使用貸借、賃貸借

【農地集積・集約化等対策事業実施要綱（抄）】

１



令和７年度農地バンク関連予算の見直し～遊休農地解消対策事業②～

【市町村が事業実施主体となる場合の基本的な事業の流れ】
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解消作業を行う者
（受け手でも可）

④ 県計画の提出

⑤ 計画承認

⑩ 実績報告

⑪ 補助金交付

③ 市町村計画の提出

⑥ 計画承認

⑨ 実績報告

⑫ 補助金交付

② 事業活用の意思表示

⑦
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解消面積が分かる図
面、解消したことの
分かる写真、実際に
解消費用が分かる資
料を添付

⑧
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⑮ 中間管理権設定（10年以上）

⑯ 農地バンクから貸付け

○ あくまで一例であり、各市町村
において最も効率的な執行となる
手法でかまわない

○ 証拠書類の保管等、事業の適切
な執行をお願いします

○ 事業に係る連絡は、農地バンク
及び市町村において密に行うよう
お願いします

市町村が事業実施主体の場合
は、解消後に中間管理権を設定
することが可能に
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⑭ 解消完了の報告
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令和７年度農地バンク関連予算の見直し～遊休農地解消対策事業③～

①使用貸借と賃貸借の切替により相殺する方法

【所与の前提】
・遊休農地解消対策事業の対象面積：10ａ（交付金額：43,000円）
・当該農地の存する地域の標準的な賃料：年間10,000円/10ａ
・中間管理権の設定期間：10年間

本来、農地所有者は、地域の標準的な賃料である１万円
×10年間＝10万円の収入が見込まれれるところ、
使用貸借と賃貸借の切替えにより、交付単価分
（▲43,000円）を相殺した57,000円が賃料収入となる

農地所有者→農地バンク 農地バンク→受け手

１～４年目 使用貸借 使用貸借

５年目 賃貸借（年7,000円） 転貸借（年7,000円）

６～10年目 賃貸借（年10,000円） 転貸借（年10,000円）

合 計 57,000円 57,000円

※ 使用貸借から賃貸借への切替えについては、継続して10年以上の農地
中間管理権が設定されているものとみなす

○ 賃貸借を可能としたことにより、本事業を活用して遊休農地を解消し、その解消した農地で所有者が賃料
収入という利益を享受することは、モラルハザードを生じることにも繋がるおそれがある

〇 しかしながら、事案ごとに対応策を講ずることは困難であるため、交付単価分を農地中間管理権の設定期
間内に相殺することで、モラルハザードを防止する

交付単価分の相殺額＝10,000円×4年間＋3,000円×1年間＝43,000円

②賃料差により交付金額を相殺する方法

・ 農地バンクは、受け手から徴収した賃料の一部
（年4,300円）を自主財源とする

農地所有者→農地バンク 農地バンク→受け手

１～10年目 賃貸借（年5,700円） 転貸借（年10,000円）

合 計 57,000円 100,000円

賃料差＝10,000円/年 - 5,700円/年 = 4,300円/年
交付単価分の相殺額＝4,300円×10年間＝43,000円

※ 農地中間管理機構は、自主財源とした賃料について、翌年度の要望
額調査時等に国からの求めに応じ、その金額を報告するものとし、
国は、当該報告に基づき、翌年度の農地中間管理事業等推進事業の

国費配分額を調整する

【モラルハザードの防止例】

※ なお、農地バンク・都道府県・地方農政局における協議により、別途の方法でモラルハザード防止策を講ずることも差し支えない。
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